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主         文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 5 

 １ 第１事件 

被告は、別紙原告目録１の原告らに対し、それぞれ１０万円及びこれに対す

る平成２９年３月１５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ２ 第２事件 

被告は、別紙原告目録２の原告らに対し、それぞれ１０万円及びこれに対す10 

る平成２９年６月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ３ 第３事件 

被告は、別紙原告目録３の原告らに対し、それぞれ１０万円及びこれに対す

る令和元年１２月２３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 15 

 １ 事案の要旨 

 本件は、昭和２０年８月６日に広島市に投下された原子爆弾（以下「原爆」

という。）により被爆した「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」（以下

「被爆者援護法」という。）１条所定の「被爆者」の子（親の被爆時に胎児であっ

た者を除く。以下「被爆二世」という。）である原告らが、原告らは原爆による20 

放射線被害の遺伝的影響と考えられる疾病に罹患するなど、親の受けた放射線

被害による影響が否定できないことによる健康不安に苛まれており、被爆者援

護法の被爆者等と同等の援護を受ける権利が憲法１３条により保障され、また、

被爆者等との差別的取扱いをすることは憲法１４条１項に違反することから、

被告には、被爆者援護法が制定された平成６年までには、下記⑴から⑶のとお25 

り、被爆二世を援護の対象に含める法律の制定や改正を行う義務があるにもか
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かわらずこれを怠った旨主張して、被告に対し、国家賠償法（以下「国賠法」

という。）１条１項に基づき、慰謝料各１０万円及びこれに対する訴状送達の日

（第１事件につき平成２９年３月１５日、第２事件につき同年６月２６日、第

３事件につき令和元年１２月２３日）から支払済みまで民法（平成２９年法律

第４４号による改正前のもの）所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を5 

求める事案である。 

 ⑴ 被告は、被爆者援護法１条に定める「被爆者」（以下、単に「被爆者」と表

記する場合には、被爆者援護法１条に定める「被爆者」又は原子爆弾被爆者

の医療等に関する法律（以下「原爆医療法」という。）２条に定める「被爆者」

を指す。）に被爆二世を加える立法を行う義務を負う。 10 

⑵ 被告が上記⑴の立法義務を負わないとしても、被告は、被爆二世を被爆者

援護法７条に定める健康診断の対象者とし、その結果、同法２７条に定める

健康管理手当の支給対象とされる疾病に該当すると診断された場合には、申

請により同法２条の被爆者健康手帳を交付し、同法に基づく援護措置を採る

立法を行う義務を負う。 15 

⑶ 被告が上記⑴、⑵の各立法義務を負わないとしても、被告は、被爆二世に

も被爆者援護法上の健康診断を実施し、その結果原爆の傷害作用に起因する

疾病として定められた疾病に罹患していると認定を受けた場合には、同法上

の被爆者として同法２条の被爆者健康手帳を交付し、同法に基づく援護措置

を採る立法を行う義務を負う（以上の⑴ないし⑶の各立法義務を併せて「本20 

件立法義務」という。）。 

２ 関係法令の定め 

  別紙「関係法令の定め」記載のとおり（同別紙で定義した略語は本文におい

ても用いる。）。 

３ 前提事実（当事者間に争いがないか、後掲の証拠及び弁論の全趣旨により容25 

易に認められる事実） 
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  原爆投下等 

   昭和２０年８月６日午前８時１５分頃、広島市上空に原爆が投下され、爆

発した。原爆は、爆発の直前に瞬時に放射線を放出し（初期放射線）、地上に

到達した初期放射線の中性子は、地面や建造物を構成する物質中の特定の元

素の原子核と反応を起こして放射線を生じさせ（誘導放射線）、地上に降下し5 

た放射性微粒子からも放射線が発生した（この放射線と誘導放射線を併せて

残留放射線という。）。 

 ⑵ 原告らについて 

   原告らは、いずれも、その父若しくは母又は父母が被爆者援護法１条所定

の「被爆者」に当たる者である（争いがない）。 10 

 ⑶ 口頭弁論終結時における国等の被爆者等に対する援護の主な内容 

  ア 被爆者に対する援護 

    被爆者援護法は、被爆者に被爆者健康手帳を交付し（同法２条）、被爆者

健康手帳の交付を受けた者に対し、毎年健康診断を実施し（同法７条）、原

爆の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病にかかり、現に医療を要する状15 

態にあり、あらかじめ厚生労働大臣の認定を受けた被爆者に対し、必要な

医療の給付を行い（同法１０条、１１条）、当該給付が受けられない場合に

も一定の場合に一般疾病医療費を支給し（同法１８条）、一定の疾病にか

かった場合等に健康管理手当や介護手当等の手当を支給し（同法２４条か

ら３１条）、被爆者が死亡した場合には、葬祭料等を支給する旨規定する（同20 

法３２条）。 

  イ みなし被爆者に対する援護 

    みなし被爆者は、被爆者援護法７条の適用について被爆者とみなされ（同

法制定附則１７条）、被爆者援護法７条の健康診断を受けることができる。

また、みなし被爆者のうち、第一種健康診断受診証の交付を受けた者であっ25 

て、健康診断の結果、造血機能障害、肝臓機能障害、細胞増殖機能障害、
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内分泌腺機能障害、脳血管障害、循環器機能障害、腎臓機能障害、水晶体

混濁による視機能障害、呼吸器機能障害、運動器機能障害の障害があると

診断された者については、通達により、３号被爆者として、被爆者健康手

帳の交付を受けることができる。（甲Ａ９、乙４０、５０） 

  ウ 被爆二世 5 

    被告は、昭和５４年以降、各都道府県、広島市及び長崎市に委託し、被

爆二世に対する健康診断を実施しており（甲Ｃ７、８、１０）、地方自治体

の中には、被爆二世に対し、がん検診を含む健康診断や医療措置を実施し

ているところもある（甲Ｃ１１から２０）。 

４ 争点及びこれに関する当事者の主張 10 

  本件の主な争点は、本件立法義務の有無及び国会がこれを履行しないこと（以

下「本件立法不作為」という。）が国賠法１条１項の適用上違法であるかであり、

これに関する当事者の主張は以下のとおりである。 

（原告らの主張） 

⑴  本件立法義務の存在 15 

  昭和３２年以降、多数の研究を通じ、被爆二世が原爆による放射線の遺伝

的影響を受ける可能性があることが繰り返し指摘され、昭和５０年には厚生

省の政府委員が放射能の遺伝的影響が存在すると明言し、平成元年には被爆

二世を被爆者とする法案が参議院において賛成多数で可決されていた。この

ような経過からすれば、被爆二世が原爆の放射線の影響を受ける可能性があ20 

ることは、どれだけ遅くとも被爆者援護法が制定された平成６年には明らか

になっていたから、被告は、遅くとも平成６年には、本件立法義務を負ってい

た。ところが、被告は、単年度の予算措置として被爆二世に対する健康診断を

実施するのみで、何らの立法措置も講じていない（本件立法不作為）。 

⑵ 本件立法不作為の国賠法上の違法性 25 

 ア 被爆者援護法の趣旨 
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   被爆者援護法は、１号被爆者及び２号被爆者のみならず、「原子爆弾が投

下された際又はその後において、身体に原子爆弾の放射能の影響を受ける

ような事情の下にあった者」を３号被爆者として定め（同法１条３号）、原

爆の放射線による被害について科学的知見に基づく具体的な根拠を前提と

せずに援護の対象としていること、原爆の投下の結果として生じた放射線5 

に起因する健康被害は、健康と思われる被爆者の中からも突然発病し、死

亡する者が生ずるなど、他の戦争被害とは異なる特殊の被害であり（被爆

者援護法前文参照）、健康上問題がないと思われる者であっても、その影響

を受けている可能性のある者については健康診断を受けさせて健康状態の

把握をすることが被爆者援護法の目的の達成に必要であること、被爆者援10 

護法の前身である原爆医療法について判例（最高裁昭和５３年３月３０日

第一小法廷判決・民集３２巻２号４３５頁。以下「昭和５３年判決」とい

う。）が判示するとおり、被爆者援護法の根底には国家補償的配慮があり、

被爆者援護は国家補償の見地に立って行われるべきであることなどからす

れば、被爆者援護法が、原爆による放射線の影響を受ける可能性が否定で15 

きない者を援護の対象とする趣旨であることは明らかである。 

   被告は、原爆被爆者対策基本問題懇談会（以下「基本問題懇談会」とい

う。）による報告書を根拠として、被爆者援護法が、被爆者の範囲について

は科学的・合理的な根拠が認められる範囲に限るとの考え方に基づいて制

定されたものであると主張するが、基本問題懇談会は、被爆者援護法の前20 

身である原爆医療法につき、昭和５３年判決においてその根底に国家補償

的配慮があることが明示されたにもかかわらず、同法を国家補償と位置付

けることにより援護の範囲が拡大することを恐れた当時の内閣の意向を受

け、被爆者援護政策の国家補償的側面をできるだけ希薄化する方向で議論

して作成されたものであるから、これを根拠とする被告の上記解釈は恣意25 

的な被告独自の見解にすぎない。 
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 イ 被爆二世に対する原爆放射線の遺伝的影響が否定できないこと 

   被爆二世は、身体の全ての細胞のＤＮＡの半分又は全部が、原爆による

放射線に曝された親のＤＮＡから複製されてこれを受け継いでいる。そし

て、被爆者である親の生殖細胞のＤＮＡは、原爆による放射線の被爆によっ

て誘発された変異や遺伝的不安定性を有している可能性があるから、被爆5 

二世は身体に原爆の放射線の影響を受けている可能性がある。 

   このことは、ヒトと同じ哺乳類等を用いた動物実験において放射線被曝

による遺伝的影響が科学的に証明されており、ヒトにも遺伝的影響が生じ

ることが推測されること、ヒトについても放射線被曝の遺伝的影響を示唆

する調査研究結果が発表されていることなどの現在の科学的知見に照らし10 

ても明らかである。    

 ウ 本件立法不作為が憲法１３条に違反すること 

   被爆二世は、原爆の放射線被曝の影響により健康を病んで苦しむ周囲の

被爆者や、同じ被爆二世が白血病等の疾病を発症する姿を見続け、自らの

将来における健康に不安を抱き、現在患っている疾病等と親の放射線被曝15 

の影響を懸念し、自分の子や孫への放射線被曝の影響が発現する不安など

に絶え間なく苛まれている。このような被爆二世が抱く不安は、現在の科

学的知見において被爆の遺伝的影響が否定されていないことにより裏付け

られ、一般的な健康不安とは質的に異なるものである。また、被爆二世が抱

く上記不安が国の戦争遂行の結果であることにも鑑みれば、被爆二世が上20 

記不安に対し国に措置を求めること、すなわち、援護を求めることは、個人

の人格的な生存に不可欠な基本的人権に基づくものとして憲法１３条によ

り保障されている。 

被爆二世に対する被爆者援護法に基づく援護が実施されていないことに

より、被爆二世の生命・健康は脅かされているから、本件立法不作為は憲25 

法１３条に違反する。 
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   エ 被爆二世と被爆者等との差別的取扱いが憲法１４条１項に違反すること 

     被爆者と被爆二世との間の不合理な差別 

被告は、被爆者援護法に基づき、被爆者に健康診断を実施し、原爆の

放射線によるとみられる疾病の治療費を全額負担し、それ以外の病気の

治療費の自己負担分を負担するなど医療面での援護を実施し、各種手当5 

も支給する一方で、被爆二世に対しては、単年度の予算措置によるがん

検診を含まない調査事業としての健康診断を実施するにとどまる。前記

アのとおり、被爆者援護法は、原爆による放射線の影響を受ける可能性

が否定できない者を援護の対象とする趣旨であるところ、前記イのとお

り、被爆二世は原爆による放射線の遺伝的影響を受けることが否定でき10 

ないという意味で被爆者と何ら変わるところはないから、被爆者援護法

を改正せずに被爆者と被爆二世の取扱いに差異を設けることは不合理な

差別であり、憲法１４条１項に違反する。 

     みなし被爆者と被爆二世との間の不合理な差別 

      被告は、被爆者援護法の被爆者に該当しない者であっても、原爆投下15 

時に被爆者援護法１条１号に規定する地域に隣接する区域内にあった者

又はその者の胎児であった者について、当分の間、被爆者とみなし（み

なし被爆者、被爆者援護法制定附則１７条）、同法７条所定の健康診断の

対象とし、第一種健康診断受診者証を交付し、健康診断の結果、同法２

７条に定める健康管理手当の支給対象とされる疾病に該当すると診断さ20 

れた場合には、同条２条に定める被爆者健康手帳への切り替えを申請す

ることで援護を与えている。これに対し、被爆二世に対しては、単年度

の予算措置によるがん検診を含まない調査事業としての健康診断を実施

するにとどまる。 

      みなし被爆者の範囲を画する健康診断特例区域が行政区画により定め25 

られ、その範囲が放射線による健康への影響についての科学的根拠の議
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論のないまま拡大されてきた経緯等に照らせば、みなし被爆者について、

放射線による健康被害が科学的に根拠づけられているかを問わず、その

可能性があることにより援護の対象とされていることは明らかである。

そして、前記イのとおり、被爆二世は原爆による放射線の遺伝的影響を

受ける可能性が否定できないという意味でみなし被爆者と何ら変わると5 

ころはないから、被爆者援護法を改正せずにみなし被爆者と被爆二世の

取扱いに差異を設けることは不合理な差別であり、憲法１４条１項に違

反する。 

  オ 本件立法不作為が国賠法 1 条 1 項の適用上違法であること 

    以上のとおり、本件立法不作為により、原告らの憲法１３条により保障10 

される被告に援護を求める権利が侵害され、また、憲法１４条１項に違反

する状態となっていることは明白である。また、被爆二世に対し援護を実

施するには、本件立法義務を履行し、立法又は被爆者援護法の改正をする

ことが必要不可欠であって、そのことは明白である。加えて、被爆者援護法

の制定に先立って、被爆二世に対する原爆放射線の遺伝的影響が繰り返し15 

指摘されて被爆二世に対する援護を実施することが議論され、二度にわた

り被爆二世に援護を与える内容の法案が参議院で可決されたこと、被爆者

援護法の制定時には、被爆二世の置かれている立場を理解して一層充実を

図る旨の付帯決議がされたことなどからすれば、国会は正当な理由なく長

期にわたって本件立法義務を怠っているといえる。 20 

    以上によれば、本件立法不作為は国賠法１条１項の適用上違法である。 

 ⑶ 被告の国賠法上の責任 

   上記のとおり、本件立法不作為は違法であり、かつ少なくとも過失が認め

られる。本件立法不作為により原告らが被った精神的苦痛を金銭評価すると、

原告ら一人につき１０万円を下らない。 25 

  （被告の主張） 
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 ⑴ 判断枠組 

国会議員の立法行為又は立法不作為は、その内容が憲法の規定に違反する

ものであるとしても、直ちに国賠法１条１項の適用を受けるものではなく、

法律の規定が憲法上保障され又は保護されている権利利益を合理的な理由な

く制約するものとして憲法の規定に違反するものであることが明白であるに5 

もかかわらず、国会が正当な理由なく長期にわたってその改廃等の立法措置

を怠る場合など、例外的な場合に、国会議員の立法過程における行動が職務

上の法的義務に違反したものとして、国賠法１条１項の適用上違法の評価を

受けることがあるにとどまる。 

しかるところ、憲法には被爆二世を援護の対象とする立法を積極的に命ず10 

る明文の規定は存しない上、戦争被害は、戦時という国の存亡にかかわる非

常事態において、多かれ少なかれ、国民が等しく受忍しなければならなかっ

た性質のものである。したがって、このような戦争犠牲ないし戦争損害に対

する措置は、憲法の全く予想しないところであり、これらに対しては単に政

策的見地からの配慮が考えられるにすぎず、適宜の立法措置を講じるか否か15 

の判断は、国会の裁量的権限に委ねられるものと解すべきである。この点、

「原子爆弾の投下の結果として生じた放射能に起因する健康被害が他の戦争

被害とは異なる特殊の被害である」（被爆者援護法前文参照）ものの、その対

策は、国民の租税負担によって賄われるものであって、国の財政事情を無視

することができず、他の戦争被害者に対する対策に比して著しい不均衡を生20 

じさせないようにしながら、公正妥当な範囲による措置を講ずべきものであ

るから、立法措置を講じるか否かの判断が国会の裁量的権限に委ねられるこ

とに変わりはない。 

⑵ 本件立法不作為が憲法１３条に違反しないこと 

 戦争犠牲ないし戦争損害に対する措置は憲法が全く予想しないところであ25 

り、政策的見地からの配慮が考えられるにすぎないから、憲法１３条は戦争
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犠牲ないし戦争損害に対する措置を要求する権利を国民に保障するものでは

ない。また、憲法１３条は、個人主義を基調とする自由権的基本権ないし基

本的人権を一般的、抽象的、包括的に宣言するものであって、同条から何ら

かの請求権が導かれる余地はない。 

 ⑶ 本件立法不作為が憲法１４条１項に違反しないこと 5 

憲法１４条１項は、被告に対して実質的平等を実現するように要求する権

利までを含むものではないから、憲法１４条１項から前記第２の１⑴ないし

⑶の内容の立法を求める請求権は導かれない。 

 この点を措くとしても、被爆二世について、被爆者援護法１条３号所定の

被爆者やみなし被爆者と同等の援護を行わないことは、以下のとおり、不合10 

理な差別的取扱いには当たらない。 

  ア 被爆者と被爆二世の取扱いの差異 

被爆者援護法１条３号の被爆者は、被爆態様や当該被爆が健康被害に影

響を及ぼし得る機序、同様の被爆態様の下にあった者の健康被害の有無及

び内容等を個別具体的に検討した結果として、「身体に原子爆弾の放射能の15 

影響を受けるような事情の下にあった者」と認められた者である。 

これに対し、被爆二世は、原爆が投下された当時は実在しておらず、直

接被爆した可能性はない。被爆二世は、親が原爆の放射線に被曝したこと

によってその健康に影響が生ずるか否かが問題となるところ、親の放射線

被曝により子供の健康に影響が生ずることは、現在に至るまで確認されて20 

おらず、最新の科学研究においても、親の放射線被曝による次世代への遺

伝性影響が生じるという考え方は支持されていない。 

上記の被爆者と被爆二世との間に存する事実関係上の差異に照らせば、

国民の租税負担という限られた財源の中で行われる法律に基づく援護施策

として、両者で異なる取扱いをすることが、何ら合理的理由のない不当な25 

差別的取扱いであるとは到底いえない。原告らの主張は、被爆者援護法１
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条３号の被爆者と被爆二世の上記の差異を考慮することなく、「原爆の放射

線による身体への影響の可能性」という抽象的な概念により両者が同等で

あると主張するものにとどまり、具体的な根拠に欠ける。 

  イ みなし被爆者と被爆二世の取扱いの差異 

みなし被爆者は、当該対象者が所在した区域を被爆地域とするほどの原5 

爆の放射線による健康被害を生ずる可能性を科学的知見に照らして肯定す

ることができなかったため、被爆者援護法上の被爆者とはされていないも

のの、爆心地が放射能で汚染されたその当時に被爆地域に隣接する区域に

実際に存在していた者又はその胎児であり、直接被爆した可能性を否定す

ることができないため、被爆地域との隣接性や地理関係、地方公共団体等10 

からの拡大要望や地域住民の健康状況の訴え、あるいは、被爆地域とされ

ている他の地域との爆心地からの距離関係等、諸般の事情を踏まえ、みな

し被爆者として健康診断に限ってその対象とした者である。 

これに対し、被爆二世は、前記のとおり、原爆が投下された当時は実在

しておらず、直接被爆した可能性がない上、最新の科学研究においても、15 

親の放射線被曝による次世代への遺伝性影響が生じるという考え方は支持

されていない。 

上記のみなし被爆者と被爆二世との間に存する事実関係上の差異に照ら

せば、国民の租税負担という限られた財源の中で行われる法律に基づく援

護施策として、原爆投下当時、胎児としても実在しておらず直接被爆の可20 

能性がない者よりも、原爆投下当時、被爆地域に隣接する区域に実際に存

在し、又は胎児として存在し、直接被爆した可能性が否定できない者につ

いて、より手厚い援護をすることが、何ら合理的理由のない不当な差別的

取扱いであるとはいえない。 

⑷ 親の放射線被曝により被爆二世に健康影響が生じることが高度の蓋然性を25 

もって証明されていないこと 
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原告らは、原爆放射線の影響が及ぶ可能性がある者について援護が及ぶべ

きであることを前提に、被爆二世が原爆放射線の遺伝的影響を受ける可能性

があることが科学的に立証されていると主張するが、被爆者援護法は、原爆

医療法における被爆者の範囲に関する基本問題懇談会において示された、被

爆者の範囲については科学的・合理的な根拠が認められる範囲に限るとの考5 

え方に基づいて制定されたものであり、放射線の影響を否定することができ

ない者までを被爆者に含める原告らの主張は、被爆者援護法の被爆者の意義

につき誤った解釈を前提とするものである。 

そして、放射線被曝による遺伝的影響については、公益財団法人放射線影

響研究所（以下「放影研」という。）が昭和２２年から様々な調査を実施して10 

いるが、現在に至るまで、いずれの調査研究においても、親が被曝した放射

線によってその子供に異常が増えるとの結果は得られていない。また、発表

された時点における世界最高の科学的知見である最新の国連放射線影響科学

委員会（以下「ＵＮＳＣＥＡＲ」という。）の報告書においても、放射線被曝

による人間における遺伝的影響として明白に確認されたものはないというの15 

が一般的な結論であるとの見解が示されている。このように、現時点で、親

の放射線被曝による被爆二世の健康に影響が生ずることを示す科学的知見は

存在しないから、親の放射線被曝により被爆二世に健康影響が生じることは

高度の蓋然性をもって証明されていない。 

第３ 当裁判所の判断 20 

１ 認定事実 

  前記前提事実に加え、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が

認められる。 

  ⑴ 放射線に関する知見 

  ア 放射線に関する一般的知見 25 

放射線は、電磁波又は粒子の流れであり、物質への作用の仕方によって
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電離放射線、非電離放射線に分類される。電離放射線は、γ線等の電磁波

と、α線、β線、中性子線等の粒子線に分類される。粒子線のうち、電荷

を持った粒子線を荷電粒子線、電荷を持たない粒子線を非荷電粒子線とい

う。α線及びβ線は荷電粒子線、中性子線は非荷電粒子線である。 

    電離放射線は、直接又は間接に物質を電離することができるエネルギー5 

を持つ電磁波又は粒子の流れをいう。全ての物質は原子から成り、原子は

中性子及び正の電荷を持つ陽子から成る原子核とその周辺を飛び回る負の

電荷を持つ電子から成るところ、電離とは、原子が、電子と正の電荷を持

つイオンとに分離することである。また、電離放射線は、物質を電離させ

るほか、励起（原子や分子を高いエネルギーにして活性化すること）させ10 

ることができる。 

     α線は、電離を起こさせるエネルギーが強い一方で、物質を透過する力

は弱く、紙一枚で止めることができ、β線は、厚さ１㎝のプラスチックの

板により止めることができる。また、中性子線は、物質の原子核に当たる

とその物質を放射性物質に変えてしまう性質（放射化）がある。 15 

     原子・分子に放射線のエネルギーが与えられると、原子・分子は電離・

励起を受け、放射線はエネルギーを失う。電離・励起した原子・分子は科

学的に活性を帯び、化学反応が誘発される。物質が生体の場合には、化学

反応に続いて複雑な生化学反応が生じる。（甲Ｂ４６、乙２５） 

     放射線の強さは、線源からの距離の二乗に反比例して減少する（乙７４）。 20 

  イ 原爆投下により生じた放射線 

原爆が爆発すると、その直後にγ線及び中性子線が放出され（このよう

な放射線を「初期放射線」という。）、中性子線が空中や地上の物質に当た

り、その原子が放射化して放射性物質になることにより、当該物質からα

線、β線、γ線が放出され（このような放射線を「誘導放射線」という。）、25 

地上に降下した放射性微粒子からも放射線が発生する（この放射線と誘導
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放射線を併せ、「残留放射線」という。）。 

  ウ 原爆医療法制定当時の知見 

    昭和２６年に刊行された原子爆弾災害調査報告書（日本学術会議原子爆

弾災害調査報告書刊行委員 編）には、原爆の災害威力は、熱及び光の威

力、機械的威力、放射能威力に区分でき、これらが個々に作用するのでは5 

なく、同時に合わさって障害作用を現すものであると記載がある。また、

上記の各威力とその障害作用について、下記 ないし の記載がある。（乙

５１） 

 熱及び光の威力とその障害作用 

  爆発の瞬間に発生した強烈な熱波及び光波の作用によって、爆心直下10 

から半径４㎞迄の地域内に露出部を主とする熱傷が多数発生し、半径２

㎞以遠の地域では障害は比較的表在性でかつ軽度だったが、半径２㎞以

内の地域内では多数の重篤な熱傷者が発生し、特に爆心直下から１㎞以

内の中心地域ではその障害は甚だ強烈で、即死又は瀕死の重熱傷を蒙り、

数日のうちに死亡するに至った者がかなりの数に達した。 15 

  原爆の熱等の威力は、原因の熱度が極めて高い一方で作用時間が甚だ

短いという特徴があり、中心地区ではそのような高熱により直接内蔵が

損傷したと考えられる。一方、爆心直下から３㎞以上隔たった地点で発

生した原子爆弾熱傷としての射熱傷は一次的には皮膚表層だけの損傷と

して取り扱ってよいと思われる。 20 

 機械的威力とその障害作用 

  原爆の爆発に際して発生する爆風はその威力が強烈であり、爆心直下

における圧力の強度は広島では１㎡当たり４．５から６．７トン程度で

あった。人体に対する爆風の影響はあまり明らかにされておらず、直接

の爆風で何メートルも飛ばされ、そのために内臓を損傷した者もあるが、25 

救護機関の記録からは、いわゆる爆風傷は記載されていなかった。 
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  その他、家屋の倒壊等による圧死又は圧迫による内蔵等の重篤損傷等、

家屋の破壊飛散等により様々な機械的損害が発生した。 

 放射能威力とその障害作用 

原爆の爆発と同時に発散した放射能威力のうち、人体に障害を与えた

ものとしては、レントゲン線、γ線、中性子が主たるものである。 5 

爆心直下から半径１㎞の地域内では想像に絶する量の放射能が到達し、

ことに、戸外で作業中の人々は全ての放射能威力が障害を与え、コンク

リート建物内の隠された場所又は堅固の防空壕内等にあった者はγ線と

中性子の作用を受けたが、十分に遮蔽された人々は障害の程度が比較的

軽かった。放射能威力の作用は概ね半径４㎞迄の地域に及んでおり、戸10 

外にいた者の方が障害を受けた程度は強い。 

放射能威力は、人体のうち、まず血液、次いで造血臓としての骨髄等

が破壊し、続いて肝臓等の内臓を侵し、それらの機能が障害を受ける。

これらの障害が高度に起こると大部分の者は数日の間に死亡するが一部

の者は２週間までの間に死亡し、中度の障害を受けると２週間から６週15 

間の間に重篤な症状を発生して多くの死者を出し、軽度の障害で済んだ

ものは死亡を免れるが、数か月にわたって色々な障害が起こる。調査に

よれば、大体爆心直下から半径１㎞の地域内にいた者は高度の障害を受

け、１㎞から２㎞の地域内にあった者は中度の障害を受け、２㎞から４

㎞の地域内の者が軽度の障害を受けたものと思われる。 20 

高度の障害を受けた者の多くは数日の内に死亡し、被爆当時戸外に

あって直射を受けた者は、熱及び光の威力、機械的威力の作用も被って

重篤な症状を呈し、高熱と共に極度の全身不快脱力感、嘔吐、吐血、喀

血、下血、血尿等の症状を呈した。爆心直下から５００ｍまでの地域内

にいた者は、被爆時屋内にいた者も、被爆から１０日までの間に吐血、25 

下血等の重篤な出血症状等を呈し、数日の経過で死亡する者が甚だ多
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かった。爆心直下から５００ｍから１㎞の地域内にいた者で屋内や戸外

の影にいたため重篤な機械的損傷や熱傷を受けなかった者の多くは、２

週間経過後に頭髪が抜け始めて出血症状等を呈し、発病者の大多数は一

週間前後の経過で死亡する。 

爆心直下から半径１㎞から２㎞の地域にいた者は、放射能威力による5 

中度の障害を受け、ことに戸外にいた者は熱傷と共に比較的強い障害を

蒙った。家屋内等にいた者で重い外傷や熱傷を受けなかった者のうち、

約半数の者が、被爆後３から６週間の間に脱毛、発熱及び出血等の症状

を呈し、その内一部の者は重篤な容態を示して死亡した。 

原爆放射能傷の中には、上記のような第一次障害ともいうべきものの10 

他に、中性子によって誘導された各元素からの放射能と原子核分裂の破

片が落下した際にそれら破片から飛散した放射能に由来する「第二次障

害」があり、第二次障害は第一次障害と比べると比較もできない程度に

わずかなものであるが、一応は考えてみなければならない。 

  ⑵ 被爆者援護法の制定経過 15 

   ア 原爆医療法の制定等 

 昭和２９年３月にアメリカ合衆国が実施した水爆実験により日本の漁

船である第五福竜丸が被爆し、原水爆禁止の世論と運動が高まったこと

を契機として、同年４月、広島市原爆障害者治療対策協議会（原対協）

が「原爆症患者の治療費全額国庫負担」などを内容とする陳情をし、同20 

年５月、広島市議会及び広島県議会で相次いで被爆者の治療費を全額国

庫負担とすることを内容とする決議が採択されるなど、広島及び長崎に

おける被爆者に対する援護を求める運動も加速した。これらを受け、昭

和２９年には予備費から原爆障害者調査研究事業委託費が支出され、昭

和３０年には原爆障害調査研究委託費が予算計上された。 25 

      また、被爆者援護の法制化を求める運動も加速し、昭和３１年１１月
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５日付けで、広島市長、長崎市長、両市市議会議長の連名により、「原爆

障害者援護法制定に関する陳情書」が作成され、昭和３２年１月１２日

には、広島、長崎両県選出国会議員、両県知事、両市市長、両市市議会

議長の連名により「原爆障害者の援護に関する陳情書」が政府に提出さ

れるなどした。（乙１） 5 

  その後、「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律案」（原爆医療法）が

国会に提出された。 

国務大臣は、昭和３２年２月２２日に開催された衆議院社会労働委員

会で、法案の提出理由として、「…原子爆弾による被爆者は、十余年を経

過した今日、なお多数の要医療者を数えるほか、一見健康と見える人に10 

おきましても突然発病し死亡する等、これら被爆者の健康状態は、今日

においてもなお医師の綿密な観察指導を必要とする現状であります。し

かも、これが、当時予測もできなかった原子爆弾に基くものであること

を考えますとき、国としてもこれらの被爆者に対し適切な健康診断及び

指導を行い、また、不幸発病されました方々に対しましては、国におい15 

て医療を行い、その健康の保持向上を図ることが、緊急必要事であると

考えるのであります。」などと説明した。（乙４） 

また、同年３月２５日に開催された衆議院社会労働委員会で、政府委

員は、原爆医療法が適用される被爆者について、「…第一は、投下された

そのときに、広島市、長崎市または政令で定める区域―これは爆心地か20 

ら大体５キロくらいの区域を考えておるわけでございます。それから第

二は、その爆弾が投下されたときには、この広島市、長崎市にはおりま

せんでしたけれども、今、二週間と申し上げましたが、二週間の期間の

間に入ってきて、そうして遺骨を掘り出したとか、あるいは見舞にあっ

ちこっち探して回ったとかいうような人を考えております。その際には、25 

爆心地から二キロくらいというふうに考えております。これも専門家の
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意見を聞いて、大体そういうふうに考えておるわけでございます。第三

は、その一にも二にも入りませんが、たとえば投下されたときに、爆心

地から５キロ以上離れた海上で、やはり爆射を受けたというような人も、

あとでいわゆる原子病を起してきております。そういう人を救わなけれ

ばならないということ、それからずっと離れたところで死体の処理に5 

当った看護婦あるいは作業員が、その後においていろいろ仕事をして、

つまり二の方は二キロ以内でございますが、それよりもっと離れたとこ

ろで死体の処理をして、原子病を起こしてきたというような人がありま

すので、それを救うという意味で三を入れたわけでございます。それか

ら第四は胎児でございます。」などと説明し、被爆者であることの立証方10 

法に関し、「科学的に証明しろというふうなことになりますと、これこそ

よけいむずかしくなるのではないかというふうに考えるわけでございま

す。ただいまほとんど不可能に近いのじゃないかというお話でございま

したが、私もごもっともだと存じます。…科学的にやってはかえって区

別できないという建前で、先ほどのような証明方法をとったわけでござ15 

います。」などと説明した。（乙５） 

     上記法案は、昭和３２年３月２６日、衆議院本会議で可決され、同月

３１日、参議院本会議で可決されて原爆医療法が成立した。（乙１） 

   原爆医療法における被爆者の定義規定は別紙関係法令の定め３⑴のと

おりであり（同法２条）、被爆者の申請により被爆者健康手帳を交付し（同20 

法３条）、被爆者健康手帳の交付を受けた被爆者に対し、健康診断を受け

させ（同法４条）、原爆の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病にかかり、

現に医療を要する状態にある被爆者に対して医療の給付を行うことが定

められた（同法８条１項）（乙６）。 

  昭和３２年５月１４日、「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律の施行25 

について」と題する通達（発衛第２６７号厚生事務次官通達）が発出さ
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れた。同通達では、原爆医療法が「…原子爆弾による被爆者には今日に

おいてなお多数の要医療者を数え、また、一方、健康と思われる被爆者

の中からも突然発病し、死亡する者が生ずる等被爆者の置かれている健

康上の特別の状態にかんがみ、国においてこれら被爆者の健康診断及び

医療等を行うべく制定されたものである」とされ、被爆者の把握に当たっ5 

ては、申請者において原爆医療法上の被爆者に該当することを立証する

には相当の困難が伴うものと考えられるため、被爆者健康手帳の交付申

請の際の添付書類に関し、必要に応じて弾力性のある処理をするなどし

て、被爆者となるべきものに被爆者健康手帳が交付されないことがない

よう留意することとされた。（甲Ｃ６、乙７） 10 

イ 原爆医療法の改正 

 原爆医療法成立後も、各地で被爆者に対する生活援護の創設や医療給付

の範囲の拡大を求める取組みが実施されていたところ、昭和３４年頃、広

島市議会厚生委員会において、広島市長が陳情要綱を提案し、同委員会が

これを採択したことなどから、上記取組みが本格化し、昭和３５年、原爆15 

医療法が一部改正された（昭和３５年法律第１３６号。以下「昭和３５年

改正」という。）。昭和３５年改正では、被爆者の定義を維持したまま、「特

別被爆者」の制度が創設され、下記の特別被爆者に認定された者は、原爆

症認定を受けた疾病以外の一般疾病で医療を受ける場合にも医療費の自己

負担分が国費から支給されることになった（昭和３５年改正後の原爆医療20 

法１４条の２。以下、特別被爆者に当たらない被爆者を「一般被爆者」と

いうことがある。乙９の１。）。特別被爆者の定義は、「原子爆弾の放射線を

多量に浴びた被爆者で政令で定めるもの」とされ、これを受けた原子爆弾

被爆者の医療等に関する法律施行令６条（政令２２４号による改正後のも

の）において、「一 原子爆弾が投下された際爆心地から二キロメートルの25 

区域内にあった者及びその当時その者の胎児であった者、二 法第８条第
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１項の規定による厚生大臣の認定を受けた者、三 法第２条第１号及び第

２号に該当する者であって、法第４条の規定による健康診断の結果、造血

機能障害、肝臓機能障害その他厚生大臣が定める障害…があると認められ

たもの」と定められた。特別被爆者の範囲は、その後の施行令の改正によ

り徐々に拡大された。（乙１、乙９の１、９の２） 5 

ウ 原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律（以下「原爆特別措置法」

という。）の制定等 

  原爆医療法制定後も、各地で被爆者の生活援護を求める陳情活動が継続

して実施されていたところ、昭和４３年５月１７日、原爆特別措置法が成

立した（以下、原爆医療法と原爆特別措置法を併せて「原爆二法」という。）。 10 

原爆特別措置法の目的は、「広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被

爆者であって、原子爆弾の傷害作用の影響を受け、今なお特別の状態にあ

る者に対し、特別手当の支給等の措置を講ずることによりその福祉を図る

こと」であり（同法１条）、原爆医療法８条１項の認定を受けた者で特定の

疾病の状態にある者に対し特別手当を（原爆特別措置法２条）、特別被爆者15 

が一定の疾病にかかっている場合に健康管理手当を（同法５条）、特別被爆

者が一定の障害により介護を要する状態にあり、介護に要する費用を支出

している者に対し、介護手当を支給することになった（同法９条）ほか、

医療手当が増額された。また、原爆特別措置法は、昭和４４年、特別被爆

者の死亡時に葬祭料を支給する改正が行われた（昭和４４年法律第６５号）。20 

（乙１、１２、１４） 

エ 原爆二法の改正 

昭和４９年５月２７日、原子爆弾被爆者の医療等に関する法律及び原子

爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律の一部を改正する法律（昭和４

９年法律第８６号。乙１７）が成立し、同年１０月１日に施行された（同25 

法による原爆二法の改正を以下「昭和４９年改正」という。）。昭和４９年
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改正により「特別被爆者」の制度が撤廃され、全ての被爆者が健康診断と

一般疾病医療費の支給を受けられるようになった。また、健康診断に関し

て、一定の者を被爆者とみなす旨の規定が定められた（後記カ ）。 

オ 被爆者援護法の制定 

  原爆二法制定後、これらを一本化し、国家補償の観点から被爆者に対す5 

る援護をさらに充実させる要望が強まっていたところ、昭和５３年判決に

おいて、原爆医療法の意義につき、国家補償的配慮が根底にあることを否

定できない旨判示されたことなどを契機として、被爆者援護策の基本理念

を明確にすべきであるとの指摘が強まり、厚生大臣は、私的諮問機関とし

て基本問題懇談会を設置し、基本問題懇談会は、昭和５５年１２月１１日、10 

「原爆被爆者対策の基本理念及び基本的在り方について」と題する報告書

を取りまとめ、厚生大臣に報告した（乙１８、２０）。 

その後、２度にわたって議員立法として原子爆弾被爆者等援護法案が国

会に提出された。一回目に提出された法案においては、被爆者の子及び孫

に対し健康診断を実施し、その結果、原爆の傷害作用に起因する疾病とし15 

て政令に定めるものにかかっている旨の都道府県知事の認定を受けた者を

被爆者とみなし、被爆者年金等に係る規定を除き、同法を適用することが

盛り込まれ、平成元年１２月１５日に参議院で可決されたが、衆議院での

可決に至らなかった。二回目に提出された法案も上記と同様の内容を含む

ものであり、平成４年４月２４日に参議院で修正議決されたが、衆議院で20 

の可決に至らなかった。（甲Ａ２０、甲Ｃ２、３） 

  平成６年１１月２２日、被爆者援護法案が国会に提出され、同年１２月

９日、被爆者援護法が成立した（以下、原爆二法と被爆者援護法を併せて

「原爆三法」ということがある。）。被爆者援護法は、原爆二法を一本化す

るとともに、医療、手当等の各施策を援護の施策として総合的に位置付け25 

ることなどの内容が盛り込まれた（甲Ｃ４、５、乙２３、２４）。被爆者援
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護法の議決に際し、「政府は、保険、医療及び福祉にわたる総合的な被爆者

援護対策を講じるとの本法案の趣旨を踏まえ、次の諸点について特にその

実現に努めるべきである。」とした上で、その諸点の一つとして「被爆者と

その子及び孫に対する影響についての調査、研究及びその対策について十

分配慮し、二世の健康診断については、継続して行うとともに、その置か5 

れている立場を理解して一層充実を図ること。」を掲げた附帯決議がされた

（甲Ｃ５）。 

カ みなし被爆者 

 長崎県知事、長崎市長、長崎県西彼杵郡長与町及び同郡時津町は、昭

和４６年から昭和４８年にかけて、被告に対し、住民の健康調査結果な10 

どを根拠に、長崎県西彼杵郡長与町及び同郡時津町（原爆投下当時の長

与村及び時津村）の全域を被爆地域として追加指定することを求める要

望書を提出した（乙３７の１ないし３７の４）。 

   原爆二法の昭和４９年改正により、健康診断の特例として、原子爆弾

が投下された際、被爆地域に隣接する政令で定める区域内にあった者又15 

はその当時その者の胎児であった者は、健康診断の実施を定めた原爆医

療法４条の適用について被爆者とみなす旨の規定が設けられた（原爆医

療法制定附則３項）。また、昭和４９年７月２２日に厚生省公衆衛生局長

が発出した「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律及び原子爆弾被爆者

に対する特別措置に関する法律の一部を改正する法律等の施行について」20 

と題する通達（衛発第４０２号。以下「４０２号通達」という。）により、

上記健康診断特例措置の対象者（みなし被爆者）に対し、健康診断受診

者証を交付して健康診断を実施すること、健康診断の結果、造血機能障

害、肝臓機能障害、細胞増殖機能障害、内分泌腺機能障害、脳血管障害、

循環器機能障害、腎臓機能障害、水晶体混濁による視機能障害、呼吸器25 

機能障害、運動器機能障害があると診断された者については、原爆医療
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法２条３号に該当するものとして、被爆者健康手帳の交付を受けられる

取扱いとされた（甲Ａ９、乙４０）。 

原爆医療法制定附則３項に規定する政令で定める区域（以下「みなし

被爆区域」という。）として、原爆投下当時の長与村（高田郷及び吉無田

郷を除く。）及び時津村が定められた（昭和４９年政令２１０号。乙３８）。5 

この経緯は、みなし被爆者が導入された昭和４９年改正において特別被

爆者と一般被爆者の区別が撤廃されたところ、長与村及び時津村にあっ

た者については、調査により従来の一般被爆者とほぼ同様に原爆の放射

能による影響があるものと認められたが、それまでの間、一般被爆者に

該当しないため定期健康診断の対象ではなく、これらの者に健康被害が10 

生じているか把握されていなかったことから、直ちに一般被爆者が特別

被爆者と同等の措置を受けることができるようになる昭和４９年改正に

よる措置を講じることに若干の疑問が残ったことから、当面の間、上記

の者を原爆医療法の被爆者には含めない一方で、みなし被爆区域として

指定することで従来の一般被爆者と同様の援護を実施することになった15 

ことによるものである（甲Ａ２２）。 

   みなし被爆区域は、その後の政令の改正（昭和５１年政令第２４３号）

により、現行の被爆者援護法施行令別表三（後記 の第一種特例区域）

と同様の区域に拡大された（乙４１）。 

 平成６年に制定された被爆者援護法制定附則１７条は、前記 の原爆20 

医療法におけるみなし被爆者の制度を引き継いだ。 

被爆者援護法制定時のみなし被爆者とされる地域（以下、原爆医療法

と被爆者援護法におけるみなし被爆者とされる地域を併せて「みなし被

爆区域」という。）は、被爆者援護法施行令の別表第三記載の第一種特例

区域とされ、平成１４年４月、同施行令の改正により、同施行令別表第25 

四記載の第二種特例区域（長崎の爆心地から１２㎞以内の区域）が対象
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区域として追加された（乙４９）。また、４０２号通達によるみなし被爆

者に対する取扱いは、第一種特例区域のみなし被爆者に対してのみ適用

するものとされた（乙５０）。 

 ⑶ 放射線被曝の遺伝的影響に関する科学的知見 

    放射線被曝の遺伝的影響に関する主要な科学的知見は以下のとおりである。 5 

   ア 動物に関する研究  

     ハーマン・マラーによるショウジョウバエの研究 

ショウジョウバエの精子に高線量のエックス線を照射し、その精子か

ら生まれる子（照射群）とエックス線照射をしていないショウジョウバ

エから生まれた子（対照群）を比較したところ、エックス線照射をして10 

いない対照群と比較し、照射群の突然変異頻度が上昇した。この研究は、

１９２７年（昭和２年）に報告された。（甲Ｂ４（枝番含）、２７（枝番

含）、４４） 

     ウィリアム・ラッセルのメガマウス実験 

雄マウスの精子に電離放射線を照射し、当該マウスから生まれる子（照15 

射群）と電離放射線を照射していないマウスから生まれる子（対照群）

を比較した。その結果、特定遺伝子座位の突然変異について、被照射群

により多くの突然変異が観察された。この研究は、１９５１年（昭和２

６年）に報告された。（甲Ｂ５（枝番含）、２８、２９（枝番含）、４４） 

 野村大成によるマウス研究 20 

雄マウスに放射線を照射し、その子世代、孫世代の腫瘍の発生頻度を

調査したところ、子世代に腫瘍がある場合には、孫世代に高頻度で腫瘍

が発生した。この研究結果は、１９８２年（昭和５７年）に発表された。 

また、エックス線被爆により生じた「腫瘍化しやすい」という変異が

次世代に受け継がれ、加齢等の環境因子が関係して腫瘍として発症する25 

という仮説を検証するため、親マウスへの放射線照射と子マウスに対す
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る発がん性物質投与を組み合わせ、親マウスに放射線を照射した照射群

と照射していない対照群のいずれにも発がん性物質（ウレタン）を投与

したところ、腫瘍が発生する割合は照射群の方が有意に高いという結果

が得られた。（甲Ｂ６（枝番含）、３７（枝番含）、３８（枝番含）、４４、

５０、５１） 5 

イ ヒトに関する知見  

 a 放影研は、米国原子力委員会の資金により米国学士院が設立した原

爆傷害調査委員会（以下「ＡＢＣＣ」という。）を前身とし、「平和的

目的の下に、放射線の人に及ぼす医学的影響及びこれによる疾病を調

査研究し、原子爆弾の被爆者の健康保持及び福祉に貢献するとともに、10 

人類の保健の向上に寄与する」ことを目的として設立された公益財団

法人である。ＡＢＣＣは、昭和２２年以降、厚生省国立予防衛生研究

所と共同で被爆者健康調査を開始し、ＡＢＣＣの調査研究は放影研に

引き継がれた。 

ｂ 放影研は、平成１２年、原爆による後影響全般についてこれまでに15 

判明した知見を取りまとめた文書において、被爆二世につき、出生届

やＡＢＣＣで実施した調査結果をもとに調査集団を設定し、同集団に

ついて追跡調査を実施したところ、以下のとおりの結果が得られた旨

報告した（乙３６）。 

(a) 出生時の障害   20 

   条件を満たした６万５４３１人の新生児のうち、５９４人（０．

９１％）に異常が認められたが、親の放射線被曝との関連は見られ

ず、一般集団での調査結果（０．９２％）に近かった。また、奇形

以外の死産、新生児死亡、９か月以内の死亡のいずれも親の放射線

被曝による影響は示唆されなかった。 25 

(b) 染色体異常 
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 両親の少なくともどちらか一方が爆心地から２０００ｍ以内で被

爆している子供８３２２人と、両親とも爆心地から２５００ｍ以遠

で被爆したか、あるいは原爆時に市内にいなかった子供７９７６人

の血液リンパ球における染色体分析を実施したところ、親の放射線

被曝により被爆二世における異常が増加した可能性を示す証拠は得5 

られなかった。 

      (c) ＤＮＡ突然変異 

        放影研では、昭和６０年までは、ＤＮＡの突然変異を直接スクリー

ニングする技術がなかったため、突然変異タンパク質を指標として

調査を実施したが、タンパク質レベルの調査では、被爆群と対照群10 

の突然変異率に有意差は見られなかった。 

        昭和６０年以降、放影研は、ヒトで特に多型の出現率が高い８か

所のミニサテライト遺伝子座について被爆群の子６１人と対照群の

子５８人とその両親を検査したが、突然変異率は被爆群で２．６％、

対照群で２．８％であり、有意な遺伝的影響は認められなかった。15 

また、高い自然突然変異率を示す４０か所のマイクロサテライト遺

伝子座について、被爆群家族の子６６人と対照群の子６３人とその

両親を検査したが、突然変異率は被爆群で０．３９％、対照群で０．

３５％であり、有意な遺伝的影響は認められなかった。 

欠失型突然変異をゲノム全域で調べるため、ＤＮＡ二次元電気泳20 

動法を改良したスクリーニングを実施し、被爆群５０家族の子６６

人、対照群５０家族の子６２人とその両親の解析をしたところ、対

照群で調べた５万６１７６遺伝子座に１例の欠失型突然変異を検出

したのみで、被爆群で検査した５万９９４２遺伝子座では突然変異

は検出されなかった。 25 

平成１２年（２０００年）初期には、ゲノム中の遺伝子コピー数
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の変化に関する検索を開始し、被爆群の子４０人と対照群の子４０

人を検査したところ、合計２５１個のコピー数変異が検出されたが、

いずれもどちらかの親に存在していたことが確認され、新規突然変

異ではなかった。 

      (d) 疫学・臨床調査 5 

        被爆二世の年代ごとの死亡調査が実施されたが、いずれの年代に

おいても、親の放射線被曝による影響は観察されなかった。また、

小児白血病及び若年性の固形癌に関する研究においても、親の放射

線被曝の影響は観察されず、最新の癌罹患調査においても、親の放

射線被曝による子供の癌罹患ヘの影響は明らかでない。 10 

(e) 生活習慣病有病率 

  放影研は、平成１４年（２００２年）から平成１８年（２００６

年）にかけて、被爆二世１万１９５１人を対象に、成人期に発症す

る多因子疾患（がんを除く生活習慣病）の有病率と親の放射線被曝

との関連性を調べたが、親の放射線被曝と被爆二世の多因子疾患と15 

の関連は認められず、多因子疾患を主要な個別疾患別に解析しても

有病率の増加は見られなかった。 

     ｃ 放影研は、被爆二世の出生時に重い障害の発生が増加するかに関し

て、昭和３６年、昭和５６年、平成２年に解析をそれぞれ実施し、そ

のいずれにおいても放射線被曝との明らかな関連性を特定していな20 

かったところ、令和３年、出生時に確認された先天性形成異常、７日

以内の周産期死亡、１４日以内の周産期死亡と親の被曝線量の関連性

の３つの指標について再解析を実施した結果、親の被曝線量が増加す

るといずれの指標についてもリスクが増加する傾向を示したが、両親

の合計線量と１４日以内の周産期死亡以外については統計学的に有意25 

なものではなかったと報告した。上記３つの指標は、貧困等の社会・
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経済的要因の影響を受けるが、上記の再解析ではそれらの調整はされ

ていない。（甲Ｂ５７の１、２、甲５８） 

     ｄ 放影研の研究のうち、上記ｂの多因子疾患と両親の被爆との関連に

関する研究に対し、ノースカロライナ大学公衆衛生学部疫学科准教授

スティーブ・ウイングは、若年期の死亡率を増加させるような遺伝子5 

突然変異、調査に参加するか否かの選択等の選択因子、推定線量の誤

りなどにより誤った結論が導かれる可能性があることなどを挙げて、

放影研の調査の調査計画や仮設の設定に問題があると指摘した（甲Ｂ

２２）。多因子疾患に関する調査に関しては、研究対象となった集団が

中年期であり、多因子疾患の多くはこれから発症すると考えられるこ10 

とから、継続的な縦断的追跡調査が必要であるとの指摘があり（甲Ｂ

３３の１、２）、放影研も、令和４年時点において、今後の研究課題と

して挙げている（乙７５）。 

       また、放影研所属の研究者である中村典は、「性比と血液タンパク質

の電気泳動変化に関する調査は、現在の科学的知見からすると放射線15 

による突然変異誘発の影響を検出するには適当ではなかったことが言

及されるべき」と述べた（甲Ｂ１６の２）。 

     ＵＮＳＣＥＡＲは、平成１３年（２００１年）にした報告において、

「電離放射線に被ばくしたヒト集団では、放射線誘発遺伝的（遺伝性）

疾患はこれまでのところ証明されていない。しかしながら、電離放射線20 

は普遍的な突然変異誘発原であり、植物や動物を用いた実験的研究では、

放射線は遺伝的影響を誘発できることが明確に証明されている。従って、

ヒトはこの点に関して例外ではないであろう。」と報告した（甲Ｂ１５）。 

また、ＵＮＳＣＥＡＲは、平成２５年（２０１３年）に実施した第６

０回会合において、放射線被曝の子供への影響等について審議し、審議25 

の結果を取りまとめた報告書において、「放射線被曝による人間における
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遺伝的影響として明白に確認されたものは（原爆被害の生存者の子孫の

研究においては特に）ない、というのが一般的な結論である。この１０

年間に、幼年期または青年期に癌を患い放射線療法を受けた生存者に焦

点をあてた新たな研究が複数行われたが、生殖腺における線量がしばし

ば非常に高かった。放射線に被曝した親の子孫において、染色体不安定5 

性の増大、ミニサテライト変異の増加、世代間ゲノムの不安定性の増大、

子孫における性比の変化、先天性異常あるいは癌の危険性の増大、といっ

た危険性は基本的にはない。」などと報告した。（乙２６） 

    a マーチン・ガードナーは、イギリスにあるセラフィールド核施設近

傍に住む子供において白血病の罹患率が増加したことに関し、同施設10 

に関連した要因との関連性を調査するため、白血病（５２例）、非ホジ

キンリンパ腫（２２例）、ホジキンリンパ腫（２３例）の子供及びこれ

らと性別や生年月日が同等となるような対照群を調査した。その結果、

白血病と非ホジキンリンパ腫の相対リスクは、受胎時に父親が核施設

で働いていた場合や受胎前に父親が高い放射線量を浴びた記録のある15 

子について高いという結果が得られた。この研究結果は、平成２年の

論文で発表された。（甲Ｂ９の１、２） 

       上記研究について、ＵＮＳＣＥＡＲの１９９３年報告書は、その結

論が極めて少数の症例に依存する関連性に基づくものである上、その

他の被曝した親における監察結果とは相いれないことから、同研究で20 

得られた結果は偶然の帰結の可能性があるなどと指摘した（乙２９（枝

番含））。 

ｂ セラフィールド核施設の上記事象に関し、ヘザー・ディキンソンは、

同施設の男性放射線作業従事者の授精前の被曝とその子供の白血病及

び非ホジキンリンパ腫のリスク間の線量効果関係の有無等を明らかに25 

するため、同施設があるカンブリア地方で生まれた子について追跡調
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査を行い、同施設の男性放射線作業従事者の子全てと父親が同施設で

働いていない約２５万人の子との間の白血病と非ホジキンリンパ腫の

リスクを比較するコホート調査を実施した。その結果、放射線作業従

事者の子供は他の子供より高い白血病と非ホジキンリンパ腫のリスク

が認められた旨報告をした。この研究結果は、平成１２年の論文で発5 

表された。（甲Ｂ１０の１、２） 

     ｃ 英国政府により昭和６０年に設立された諮問委員会である「環境に

おける放射線の医学的側面に関する委員会」（以下「ＣＯＭＡＲＥ」と

いう。）は、平成１４年（２００２年）の第７次報告において、ディキ

ンソンの上記研究につき、少ない事例に依拠したものであり、データ10 

に依拠していないなどとした一方で、ガードナーらが示した父の被曝

と当該父の子の白血病等のリスクの上昇との関連性を支持するもので、

その関連性が偶然の結果である可能性を一定程度低くしたと報告した

（甲Ｂ１７、乙３０（枝番含））。また、ＣＯＭＡＲＥは、平成２３年

（２０１１年）の第１４次報告において、セラフィールド核関連施設15 

において、放射線の影響により小児白血病及びその他の癌のリスクが

増加する見解を支持する証拠はないと報告した（乙３１（枝番含））。 

     平成２４年、鎌田七男らは、昭和２１年（１９４６年）から昭和４８

年（１９７３年）までに生まれた１１万９３３１人の被爆二世集団にお

ける白血病の発生状況について調査したところ、昭和３０年（１９５５20 

年）までに９４例の白血病が発症し、昭和２１年（１９４６年）から昭

和３０年（１９５５年）に生まれた子供の３５年間の観察を終えた４９

例の解析では、両親が共に被爆している場合は、片親のみが被爆してい

る場合に比して白血病発症の頻度が優位に超過していたとの研究結果を

発表した。同研究は、臨床的監察結果を報告するものであり、今後、線25 

量を含めた解析と共に、一般人口との比較を加えた疫学的検討を行い、
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さらに、両親被爆群において片親被爆群に比して白血病発生頻度に大き

な超過があることのメカニズム解析を行うこととされている。（甲Ｂ１１） 

     被爆二世健康影響調査科学・倫理合同委員会（長崎大学大学院医歯薬

学総合研究科附属原爆後障害医療研究施設教授や広島大学原爆放射線医

科学研究所放射線システム医学研究部門教授など研究者や医師を構成員5 

とする委員会）は、成人期に発症する多因子疾患（高血圧、糖尿病、心

筋梗塞など）の有病率と親の放射線被曝との関連性の有無を調べるため、

両親又はどちらかの被曝線量が５ｍＧｙ以上等の条件を満たした者２万

４６７３人の集団と両親の線量とも５ｍＧｙ以下又は両親とも非被曝の

者の対象集団を抽出して郵便調査を実施し、また、検診を実施して調査10 

を行い、得られた情報を解析した。その結果、親の放射線被曝に関連し

た子供の多因子疾患について、リスクの増加を示す証拠は見られなかっ

た。この研究結果は、平成１９年３月３０日に発表された。（甲Ｂ１３） 

     令和３年（２０２１年）５月、科学雑誌「Ｓｃｉｅｎｃｅ」に、チェ

ルノブイリ原子力発電所事故により電離放射線に被曝した親から生まれ15 

た子１３０人とその両親の全ゲノム配列を調べたところ、妊娠前の父の

累積被曝線量や母の被曝線量に関わらず、新規の突然変異の総数は増加

しておらず、この被曝範囲では、ヒトの生殖細胞突然変異が実質的に生

じるという証拠はないという結論に至り、次世代への影響は極めて小さ

いことが示唆された旨の研究結果が掲載された（乙５７：参考文献第２20 

章の８、同第５章の２）。 

     上海で実施された小児白血病の児童と健康な児童を対象とした対照研

究において、父親がエックス線被曝した場合にはその子が急性リンパ性

白血病及び急性非リンパ球性白血病となるリスクが優位に増加したとの

結果が得られた。この研究結果は、昭和６３年（１９８８年）に報告さ25 

れた。（甲Ｂ１９の１・２） 
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     日本遺伝学会及び日本人類遺伝学会は、昭和３２年４月に出された「人

類に及ぼす放射線の遺伝的影響についての見解」の中で、放射線は生物

に突然変異を誘発するもので、人類もその例外とは考えられないこと、

突然変異の大部分は人類に有害であり、その影響は孫以後の代になって

現れてくることが多く、子の代に影響がみられないからといって遺伝的5 

に安全とはいえないとの見解を示した（甲Ｂ１）。   

  ウ Ａ氏の見解  

    兵庫医科大学非常勤講師であり、医薬基盤・健康・栄養研究所特任研究員

であるＡ氏は、概要、以下の意見を述べる。 

    ヒトの生殖、発生、遺伝の基本的知見に照らせば、ヒトにおいて親の生殖10 

細胞の被曝を通じて次世代以降に放射線被曝の影響が及ぶ可能性があること

は明らかである。すなわち、被爆二世の親である被爆者は原爆により放射線

に被曝した者であるところ、その体内にある生殖細胞だけが原爆放射線の影

響を全く受けていないということはできず、個体全体として放射線に被曝し

たとみなされる。そして、被爆二世は、被爆して変異した可能性のある親の15 

遺伝情報を受け継いでいるのであるから、被爆二世の身体に原爆放射線の影

響を受けている可能性がある。 

    また、動物実験、特に遺伝研究でモデル動物として重要なマウスを用いた

実験において、親の被曝線量に依存して次世代で変異誘発頻度が有意に上昇

することが確認されており、放射線被曝の遺伝的影響が次世代に及ぶことが20 

証明されている。 

    ヒトについても、倫理的問題等により調査の困難性と限界がある中で、親

の被曝で誘発された可能性のある次世代の健康影響を示唆する報告がされて

いる。この点、放影研の研究では、被爆二世の健康リスクの増加を示す証拠

は得られていないと報告されているが、証拠がないことは影響がないことを25 

意味しないし、放影研の研究に対しては限界や課題が指摘されている。 
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    以上によれば、ヒトにおいて、親の放射線被曝が生殖細胞を介して次世代

の子供の身体に影響を及ぼす可能性があることは明らかである。（甲Ｂ４４、

６８（枝番含）） 

 ２ 判断枠組 

国賠法１条１項は、国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が個別の5 

国民に対して負担する職務上の法的義務に違背して当該国民に損害を加えたと

きに、国又は公共団体がこれを賠償する責任を負うことを規定するものである

から、国会議員の立法行為又は立法不作為が同項の適用上違法となるかどうか

は、国会議員の立法過程における行動が個別の国民に対して負う職務上の法的

義務に違背したかどうかの問題であって、当該立法の内容又は立法不作為の違10 

憲性の問題とは区別されるべきであり、仮に当該立法の内容又は立法不作為が

憲法の規定に違反するものであるとしても、そのゆえに国会議員の立法行為又

は立法不作為が直ちに違法の評価を受けるものではない。しかしながら、立法

の内容又は立法不作為が国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害するも

のであることが明白な場合や、国民に憲法上保障されている権利行使の機会を15 

確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり、それが明白で

あるにもかかわらず、国会が正当な理由なく長期にわたってこれを怠る場合な

どには、例外的に、国会議員の立法行為又は立法不作為は、国賠法１条１項の

規定の適用上、違法の評価を受けるものというべきである（最高裁平成１７年

９月１４日大法廷判決・民集５９巻７号２０８７頁）。 20 

  原告らは、本件立法不作為により、原告らの憲法上保障されている権利が違

法に侵害されており、また、原告らが憲法上保障されている権利行使の機会を

確保するためには本件立法義務が履行されることが必要不可欠であると主張す

るので、以下、これについて検討する。 

３ 検討 25 

 ⑴ 憲法１３条違反の主張について 
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   原告らは、被爆二世は、自らの将来における健康や自身の子や孫の健康等

につき、絶え間ない不安に苛まれており、このような被爆二世の健康不安に

対する措置を国に対して求める権利は、個人の人格的な生存に不可欠な基本

的人権に基づくものとして、憲法１３条により保障される旨主張する。 

   原爆による戦争被害は、他の戦争被害と異なり、放射線被曝による被害を5 

含むものであり、前記認定事実⑶によれば、放射線が身体に及ぼす影響やそ

の機序、放射線被曝が子孫に及ぼす影響の有無やその機序が十分に解明され

ておらず、放射線被曝の遺伝的影響による健康被害の可能性が科学的に明確

に否定されているとはいえない現状からすると、被爆二世である原告らが自

らの健康等につき不安を抱くのは自然なことである。 10 

しかしながら、原告らが抱く上記不安は、第二次世界大戦中に広島市及び

長崎市に投下された原爆により原告らの親が被爆したことに由来するもので

あるところ、憲法には、いわゆる戦争損害について措置を講ずる立法を積極

的に命ずる明文の規定はなく、また、戦争損害は、国の存亡にかかわる非常

事態のもとで、国民が等しく受忍しなければならなかったところであって、15 

これに対する補償や援護は憲法が予想しないところというべきであり、戦争

損害に対する援護や補償の要否及びその在り方は、事柄の性質上、財政、経

済、社会政策等の国政全般にわたった総合的な政策判断を待って初めて決し

うるものであって、国家財政、社会経済、戦争によって国民が被った被害の

内容、程度等に関する資料を基礎とする国会の裁量的権限に委ねられるもの20 

と解するのが相当であり（最高裁昭和４３年１１月２７日大法廷判決・民集

２２巻１２号２８０８頁、最高裁昭和６２年６月２６日第二小法廷判決・集

民１５１号１４７頁、最高裁平成９年３月１３日第一小法廷判決・民集５１

巻３号１２３３頁参照）、このことは、原爆の投下の結果として生じた放射能

に起因する健康被害が他の戦争被害とは異なる特殊の被害であっても異なる25 

ところはないというべきである。 
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したがって、被爆二世である原告らが健康不安に対する措置を被告国に求

める権利が憲法１３条により保障されているとはいえず、原告らの上記主張

は採用できない。 

⑵ 憲法１４条１項違反の主張について 

ア 判断基準 5 

憲法１４条１項は、法の下の平等を定めており、合理的理由のない差別

を禁止する趣旨のものであって、各人に存する経済的、社会的その他種々

の事実関係上の差異を理由としてその法的取扱いに区別を設けることは、

その区別が合理性を有する限り、同条項に違反するものではない（最高裁

昭和３９年５月２７日大法廷判決・民集１８巻４号６７６頁等参照）。 10 

     前記⑴のとおり、放射能に起因する健康被害を含む戦争損害に対する援

護や補償の要否及びその在り方は、総合的な政策判断による国会の裁量的

権限に委ねられているものであるところ、被爆者援護法が、原爆の投下の

結果として生じた放射能に起因する健康被害が他の戦争被害とは異なる特

殊の被害であることに鑑みて制定されたものであることから、被爆者援護15 

法がこのような特殊の戦争被害について戦争遂行主体であった国が自らの

責任によりその救済を図るという一面を有するものであり、その点では実

質的に国家補償的配慮が制度の根底にあることは否定できないものの（最

高裁平成２９年１２月１８日第一小法廷判決・民集７１巻１０号２３６４

頁、最高裁昭和５３年３月３０日第一小法廷判決・民集３２巻２号４３５20 

頁）、社会保障法としての他の公的医療給付立法と同様の性格を持つもので

もあることから、原爆の放射能に起因する健康被害を受けた者及びその可

能性のある者をどの範囲で援護の対象とするかは、被爆者援護法の趣旨目

的を踏まえた、国会の合理的な裁量的判断に委ねられているというべきで

ある。原告らが主張する本件立法不作為が憲法１４条１項に違反するかど25 

うかは、上記の観点を踏まえ、被爆二世と被爆者援護法の被爆者の取扱い、
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また、被爆二世と被爆者援護法のみなし被爆者の取扱いの各差異が、合理

的な理由を欠く不当な差別的取扱いであり、国会の上記裁量の逸脱・濫用

と評価できるかにより判断するのが相当である。 

   イ 被爆者援護法の被爆者と被爆二世の取扱いの差異について 

     被爆者援護法１条の「被爆者」の意義 5 

被爆者援護法は、原爆二法を一本化して制定されたものであり、原爆

医療法が被爆者の定義について被爆者援護法のそれと同様の定めを置い

ていることから、原爆医療法における被爆者の概念を被爆者援護法は引

き継いだものといえる。以下、被爆二世の取扱いと対比される被爆者援

護法１条の「被爆者」の意義について、原爆医療法制定時の議論状況等10 

も踏まえて検討する。 

認定事実⑵ア のとおり、原爆医療法は、原爆投下から十数年が経過

した後にあっても、なお原爆により被爆したことに起因するとみられる

原爆症に罹患して医療を要する者が多数おり、一見健康に見える者が突

然原爆病を発症し、死亡する事例が散見されたことなどの被爆者の健康15 

状態に鑑みて、被爆者の健康状態について医師の綿密な観察指導を必要

とする現状であったこと、かつ、これらの原爆症が当時予測もできなかっ

た原爆に基づくものであることから、国が被爆者に対して健康診断等を

行い、発症した場合には国において医療を行い健康保持向上を図る必要

があると考えられて制定されたものである。 20 

このような趣旨を踏まえ、原爆三法は、原爆投下時に一定の区域内に

いた１号被爆者及び原爆投下後一定の期間内に一定の区域内に入った２

号被爆者を被爆者として定め、また、１号被爆者や２号被爆者に該当し

ない者の中にも原爆病を発症した者がいたことから、そのような者を救

済するために「原子爆弾が投下された際又はその後において、身体に原25 

子爆弾の放射能の影響を受けるような事情の下にあった者」を３号被爆
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者として定め、加えて、原爆投下時に１号被爆者から３号被爆者の胎内

にいた者を４号被爆者と定めたものである。 

これらによれば、原爆三法は、原爆投下時に爆心地から一定の距離の

範囲にいた者や原爆投下後一定の期間内に爆心地に近い場所に入った者

が、高度の放射線量を受けて被爆した可能性が高く、被爆による健康被5 

害が生じる蓋然性が高いことから、これらを類型的に原爆放射線による

影響を受ける蓋然性が高い者を被爆者（１号被爆者、２号被爆者）とし

た上で、上記の事由に該当しない場合であっても、原爆の放射線を浴び

た遺体の処理に従事したなど、原爆の放射能に起因する高度の放射線被

曝をすることがあり得ることから、個別の被爆の事情を踏まえて、身体10 

に原爆の放射能の影響を直接受けるような事情の下にあった者を３号被

爆者として定めたものと解される。認定事実⑵ア のとおり、被爆者援

護法が、被爆者の認定に当たり、個々の申請者が原爆の放射線の影響を

受けたこと自体を要件としておらず、申請者において原爆放射線の影響

を受けてこれにより健康被害が発生したことについて科学的な立証をす15 

ることが想定されていないからすると、「原子爆弾が投下された際又はそ

の後において、身体に原子爆弾の放射能の影響を受けるような事情の下

にあった者」とは、原爆の放射線を直接被曝したことにより健康被害が

生ずる可能性がある事情の下に置かれていた者と解するのが相当である

（前記認定事実⑵オのとおり、被爆者援護法の制定過程において、被爆20 

者の子や孫に対する援護は「被爆者」とは区別されて検討されていたこ

と、被爆者援護法制定時の附帯決議において被爆二世に対する健康診断

の実施を継続して実施していくこととされて本文の規定外に位置付けら

れていることからすると、被爆二世は被爆者援護法１条３号の被爆者に

該当するものではなく、本件立法不作為を違法と主張する原告らも、被25 

爆二世が同号の被爆者に直接該当しないことを前提にするものと解さざ
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るを得ない。）。 

     被爆者と被爆二世の取扱いの差異の合理性 

原告らは、被爆者援護法が原爆放射線の影響を受ける可能性が否定で

きない者を援護の対象とする趣旨であるとした上で、被爆二世について

も、被爆者である親を介して原爆放射線の影響を受けている可能性が否5 

定できない点で被爆者援護法の被爆者と何ら変わるところはないから、

被爆者と被爆二世の取扱いの差異は不合理な差別である旨主張する。 

      前記 のとおり、被爆者援護法の「被爆者」の受け皿的な位置付けと

なる３号被爆者は、原爆の放射線を直接被曝したことにより健康被害が

生ずる可能性がある事情の下に置かれていた者であるところ、これは、10 

原爆投下時に発生した初期放射線や残留放射線に直接被曝した者に健康

被害が生じることは科学的に裏付けられた事実であることを前提に、被

曝線量が大きいほど健康被害への影響の程度が大きくなることや、一般

的に、爆心地からの距離が近いほど被曝線量が大きくなることなどの一

定の科学的知見を踏まえ、原爆放射線の影響により健康被害が発生する15 

可能性が一定程度肯定される範囲を画するものとして１号被爆者及び２

号被爆者を定義し、これらに該当しないものの、個別の事情により原爆

の放射線を直接被曝した可能性のある者を３号被爆者として捕捉したも

のであり、被爆者援護法の「被爆者」は、基本的に、原爆の放射線に直

接被曝した可能性のある者を援護の対象としたものと解するのが相当で20 

ある。すなわち、被爆者援護法の「被爆者」は、原爆放射線の影響を受

けて健康被害が生ずる可能性がある者であるが、ここでの「可能性」の

実質は、「健康被害が生じることが科学的に裏付けられた直接被爆をした

可能性」ということができる。 

これに対し、被爆二世についてみると、認定事実⑶イ のとおり、昭  25 

和２２年頃から継続的に原爆被爆に関する遺伝的影響を調査研究してい
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る放影研の研究において親の被爆による子への遺伝的影響は確認されて

おらず（放影研の当該研究に批判的意見があることをもって、直ちに遺

伝的影響が科学的に肯定されることにはならない。）、その他にも、親の

放射線被曝の遺伝的影響に否定的な研究結果が複数発表されている（認

定事実⑶イ 、 等）。他方、ヒトに関する放射線被曝の遺伝的影響につ5 

いては、セラフィールド核施設にまつわる研究（認定事実⑶イ ）や、

鎌田七男らによる被爆二世の白血病の発症頻度に関する研究（認定事実

⑶イ ）など、遺伝的影響があることと整合する研究結果も報告されて

いるが、いずれも批判やさらなる研究課題が残されている。また、国際

的な研究機関であるＵＮＳＣＥＡＲの報告（認定事実⑶イ ）において10 

も、放射線被曝による人間における遺伝的影響として明白に確認された

ものは原爆被害の生存者の子孫の研究においてはないというのが一般的

な結論であるとされ、放射線に被曝した者の子孫において、先天性異常

や癌の危険性の増大などの危険性は基本的にはないと結論付けられてい

る。以上によれば、ヒトに関する放射線被曝の遺伝的影響については、15 

未だ研究途上にあり、現在の科学的知見において、放射線被曝の遺伝的

影響による健康被害の可能性が明確に否定されているとはいえないもの

の、ヒトに関する放射線被曝の遺伝的影響があることが通説的見解や有

力な見解として一般的に認識されているとは認められない。このように、

被爆二世は、原爆による放射線の影響を直接受けた者からの遺伝的影響20 

による健康被害の可能性が否定できない者であるが、ここでの「可能性」

の実質は、「放射線の遺伝的影響による健康被害の発生が科学的に承認も

否定もされていないという意味での可能性」といえる。 

そうすると、被爆者援護法の「被爆者」（特に３号被爆者）と被爆二世

とでは、原爆放射線の影響を受けて健康被害が生ずる可能性がある者と25 

いう広い意味では共通する部分があるものの、その背景にある科学的知
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見の有無や精度には質的に大きく異なるものがあるといえる。このよう

な事実上の差異の存在からすれば、被爆者援護法の被爆者と同等の措置

を被爆二世に行う立法的措置を講じないことが、直ちに合理的な理由の

ない不当な差別的取扱いであると評価することはできず、憲法１４条１

項に違反するとは認められない。 5 

   ウ 被爆者援護法のみなし被爆者と被爆二世の取扱いの差異について 

 みなし被爆者の意義 

被爆二世の取扱いと対比されるみなし被爆者は、原爆が投下された際、

被爆地域に隣接する区域（みなし被爆区域）内に在った者又はその当時

その者の胎児であった者であり、健康診断についてのみ被爆者とみなさ10 

れる者であるところ、認定事実⑵カ のとおり、原爆医療法の昭和４９

年改正において「特別被爆者」と「一般被爆者」の区別が撤廃され、「被

爆者」に一律に健康診断と一般疾病医療費の援護がされるようになった

ことと併せて、旧長与村及び旧時津村にあった者について、調査の結果、

従来の「一般被爆者」とほぼ同様に原爆の放射能による影響があるもの15 

と認められたが、それまでの間、一般被爆者に該当しないため定期健康

診断の対象ではなく、これらの者に健康被害が生じているか把握されて

おらず、直ちに昭和４９年改正後の「被爆者」としての措置を講じるこ

とに疑義が残ったことから、当面の間、上記の者を原爆医療法の「被爆

者」には含めない一方で、みなし被爆区域として指定することで従来の20 

一般被爆者と同様の健康診断を実施することになった経緯により創設さ

れたものである。これは被爆者援護法制定附則１７条に引き継がれ、み

なし被爆区域は、被爆地域との隣接性や地理関係、地方公共団体等から

の拡大要望や地域住民の健康状況の訴え、被爆地域とされる他の地域と

爆心地からの距離関係等の諸般の事情により、現在までに、被爆者援護25 

法施行令第三（いわゆる黒い雨が降雨したとされる地域）及び同第四の
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区域（長崎の爆心地から１２㎞以内の区域）に拡大されるに至っている。 

 被爆者援護法のみなし被爆者と被爆二世の取扱いの差異の合理性 

  原告らは、みなし被爆区域が行政区画により定められ、その範囲が放

射線による健康への影響についての科学的根拠の議論のないまま拡大さ

れてきた経緯等に照らせば、みなし被爆者は、放射線による健康被害が5 

生じる可能性があることにより援護の対象とされているところ、被爆二

世は、原爆による放射線の遺伝的影響を受ける可能性が否定できないと

いう意味でみなし被爆者と何ら変わるところはないから、みなし被爆者

と被爆二世の取扱いの差異は、不合理な差別である旨主張する。 

前記のとおり、みなし被爆者は、原爆投下により爆心地周辺が放射線10 

汚染された当時において被爆地域の隣接区域（みなし被爆区域）に実在

していた者又はその胎児であるところ、みなし被爆区域を被爆地域とす

るほどの原爆の放射線による健康被害の実態を把握することができな

かったことから、みなし被爆区域に在る者を「被爆者」とすることはで

きなかったものの、その地理的要因や健康被害の訴え等からして、原爆15 

投下当時にみなし被爆区域に在った者が原爆の放射線を直接被曝した可

能性があることに鑑みて、健康診断に限って被爆者とみなしたものと解

される。すなわち、被爆者援護法のみなし被爆者は、原爆放射線の影響

を受けて健康被害が生ずる可能性がある者であるが、ここでの「可能性」

の実質は、「被爆者」と同様に、「健康被害が生じることが科学的に裏付20 

けられた直接被爆をした可能性」ということができ、被爆者と比べてそ

の可能性の程度が相対的に低いことから、援護の内容も被爆者と比べて

限定的になっているものと位置付けることができる。 

  これに対し、被爆二世が、原爆による放射線の影響を直接受けた者か

らの遺伝的影響による健康被害の可能性が否定できない者であり、ここ25 

での「可能性」の実質が、「放射線の遺伝的影響による健康被害の発生が
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科学的に承認も否定もされていないという意味での可能性」であること

は前記イ のとおりである。 

そうすると、被爆者援護法のみなし被爆者と被爆二世とでは、原爆放

射線の影響を受けて健康被害が生ずる可能性がある者という広い意味で

共通する部分はあるものの、その背景にある科学的知見の有無や精度に5 

は質的に異なるものがあるといえる。このような事実上の差異の存在か

らすれば、被爆者援護法のみなし被爆者と同等の措置を被爆二世に行う

立法的措置を講じないことが、直ちに合理的な理由のない不当な差別的

取扱いであると評価することはできず、憲法１４条１項に違反するとは

認められない。 10 

   エ 小括 

以上によれば、本件立法不作為が憲法１４条１項に違反するとは認めら

れない。 

４ 結論 

以上のとおり、本件立法不作為により原告らの憲法上保障された権利を違法15 

に侵害するものであったり、あるいは、原告らに憲法上保障されている権利行

使の機会を確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり、そ

れが明白であるにもかかわらず、国会が正当な理由なく長期にわたってこれを

怠る場合に当たるとは認められず、本件立法不作為が国賠法１条１項の適用上

違法であるとはいえない。 20 

  よって、その余の点を検討するまでもなく、原告らの請求は理由がないから

いずれも棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

    広島地方裁判所民事第３部 

 25 

        裁判長裁判官   森   實   将   人 



43 

 

 

 

           裁判官   望   月   一   輝 

 5 

 

 

       裁判官   中   山   さ ほ 子 

 

 10 

 

※別紙「当事者目録」及び「原告目録」は、掲載省略 

  



44 

別 紙 

関係法令の定め 

１ 被爆者援護法 

  前文 昭和２０年８月、広島市及び長崎市に投下された原子爆弾という比類の

ない破壊兵器は、幾多の尊い生命を一瞬にして奪ったのみならず、たとい一命を5 

とりとめた被爆者にも、生涯いやすことのできない傷跡と後遺症を残し、不安の

中での生活をもたらした。 

このような原子爆弾の放射能に起因する健康被害に苦しむ被爆者の健康の保持

及び増進並びに福祉を図るため、原子爆弾被爆者の医療等に関する法律及び原子

爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律を制定し、医療の給付、医療特別手当10 

等の支給をはじめとする各般の施策を講じてきた。また、我らは、再びこのよう

な惨禍が繰り返されることがないようにとの固い決意の下、世界唯一の原子爆弾

の被爆国として、核兵器の究極的廃絶と世界の恒久平和の確立を全世界に訴え続

けてきた。 

ここに、被爆後５０年のときを迎えるに当たり、我らは、核兵器の究極的廃絶15 

に向けての決意を新たにし、原子爆弾の惨禍が繰り返されることのないよう、恒

久の平和を念願するとともに、国の責任において、原子爆弾の投下の結果として

生じた放射能に起因する健康被害が他の戦争被害とは異なる特殊の被害であるこ

とにかんがみ、高齢化の進行している被爆者に対する保健、医療及び福祉にわた

る総合的な援護対策を講じ、あわせて、国として原子爆弾による死没者の尊い犠20 

牲を銘記するため、この法律を制定する。 

 第１条 この法律において「被爆者」とは、次の各号のいずれかに該当する者で

あって、被爆者健康手帳の交付を受けたものをいう。 

一 原子爆弾が投下された際当時の広島市若しくは長崎市の区域内又は政令

で定めるこれらに隣接する区域内に在った者（以下「１号被爆者」という。25 

また、上記各区域を「被爆区域」ということがある。） 
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二 原子爆弾が投下された時から起算して政令で定める期間内に前号に規定

する区域のうちで政令で定める区域内に在った者（以下「２号被爆者」と

いう。） 

三 前二号に掲げる者のほか、原子爆弾が投下された際又はその後において、

身体に原子爆弾の放射能の影響を受けるような事情の下にあった者（以下5 

「３号被爆者」という。） 

四 前三号に掲げる者が当該各号に規定する事由に該当した当時その者の胎

児であった者（以下「４号被爆者」という。） 

 第２条 被爆者健康手帳の交付を受けようとする者は、その居住地（略）の都道

府県知事に申請しなければならない。 10 

   （２項以下略） 

 第７条 都道府県知事は、被爆者に対し、毎年、厚生労働省令で定めるところに

より、健康診断を行うものとする。 

 第１０条 厚生労働大臣は、原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病に

かかり、現に医療を要する状態にある被爆者に対し、必要な医療の給付を行15 

う。ただし、当該負傷又は疾病が原子爆弾の放射能に起因するものでないと

きは、その者の治癒能力が原子爆弾の放射能の影響を受けているため現に医

療を要する状態にある場合に限る。 

   （２項以下略） 

 第１１条 前条第１項に規定する医療の給付を受けようとする者は、あらかじめ、20 

当該負傷又は疾病が原子爆弾の傷害作用に起因する旨の厚生労働大臣の認定

を受けなければならない。 

   （２項以下略） 

 第１８条 厚生労働大臣は、被爆者が、負傷又は疾病（第１０条第１項に規定す

る医療の給付を受けることができる負傷又は疾病、遺伝性疾病、先天性疾病25 

及び厚生労働大臣の定めるその他の負傷又は疾病を除く。）につき、（略）医
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療を受け（略）たときは、その者に対し、当該医療に要した費用の額を限度

として、一般疾病医療費を支給することができる。ただし、その者が、当該

負傷若しくは疾病につき、健康保険法（略）の規定により医療に関する給付

を受け（略）たときは、当該医療に要した費用の額から当該医療に関する給

付の額を控除した額（略）の限度において支給するものとする。 5 

   （２項以下略） 

 第２４条 道府県知事は、第１１条第１項の認定を受けた者であって、当該認定

に係る負傷又は疾病の状態にあるものに対し、医療特別手当を支給する。 

（２項以下略） 

 第２５条 都道府県知事は、第１１条第１項の認定を受けた者に対し、特別手当10 

を支給する。ただし、その者が医療特別手当の支給を受けている場合は、こ

の限りでない。 

   （２項以下略） 

 第２６条 都道府県知事は、被爆者であって、原子爆弾の放射能の影響による小

頭症の患者であるもの（略）に対し、原子爆弾小頭症手当を支給する。 15 

   （２項以下略） 

 第２７条 都道府県知事は、被爆者であって、造血機能障害、肝臓機能障害その

他の厚生労働省令で定める障害を伴う疾病（原子爆弾の放射能の影響による

ものでないことが明らかであるものを除く。）にかかっているものに対し、健

康管理手当を支給する。ただし、その者が医療特別手当、特別手当又は原子20 

爆弾小頭症手当の支給を受けている場合は、この限りでない。 

   （２項以下略） 

 第２８条 都道府県知事は、被爆者のうち、原子爆弾が投下された際爆心地から

２キロメートルの区域内に在った者又はその当時その者の胎児であった者に

対し、保健手当を支給する。ただし、その者が医療特別手当、特別手当、原25 
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子爆弾小頭症手当又は健康管理手当の支給を受けている場合は、この限りで

ない。 

   （２項以下略） 

 第３１条 都道府県知事は、被爆者であって、厚生労働省令で定める範囲の精神

上又は身体上の障害（原子爆弾の傷害作用の影響によるものでないことが明5 

らかであるものを除く。以下この条において同じ。）により介護を要する状態

にあり、かつ、介護を受けているものに対し、その介護を受けている期間に

ついて、政令で定めるところにより、介護手当を支給する。ただし、その者

（その精神上又は身体上の障害が重度の障害として厚生労働省令で定めるも

のに該当する者を除く。）が介護者に対し介護に要する費用を支出しないで介10 

護を受けている期間については、この限りでない。 

  （２項以下略） 

 第３２条 都道府県知事は、被爆者が死亡したときは、葬祭を行う者に対し、政

令で定めるところにより、葬祭料を支給する。ただし、その死亡が原子爆弾

の傷害作用の影響によるものでないことが明らかである場合は、この限りで15 

ない。 

 第３３条 被爆者であって、次の各号のいずれかに該当する者（次項において「死

亡者」という。）の遺族であるものには、特別葬祭給付金を支給する。 

  （以下略） 

 制定附則第１７条 原子爆弾が投下された際第１条第１号に規定する区域に隣接20 

する政令で定める区域内に在った者又はその当時その者の胎児であった者は、

当分の間、第七条の規定の適用については、被爆者とみなす。 

（以下、制定附則１７条により被爆者とみなされる者を「みなし被爆者」と

いい、上記区域を「みなし被爆区域」という。なお、原爆医療法（昭和４９

年法律第８６号による改正後のもの）制定附則３項により被爆者とみなされ25 
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る者を「みなし被爆者」といい、同項に規定する区域を「みなし被爆区域」

ということがある。） 

２ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令（以下「被爆者援護法施行令」

という。） 

 第１条 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律…第１条第１号の政令で定め5 

る区域は、広島市又は長崎市に原子爆弾が投下された当時の別表第一に掲げ

る区域とする。 

２ 法第１条第２号の政令で定める期間は、広島市に投下された原子爆弾につ

いては昭和２０年８月２０日までとし、長崎市に投下された原子爆弾につい

ては同年同月２３日までとする。 10 

３ 法第１条第２号の政令で定める区域は、原子爆弾が投下された当時の別表

第二に掲げる区域とする。 

 制定附則第２条 法附則第１７条の政令で定める区域は、同条に規定する者に対

し行う厚生労働省令で定める健康診断の区分に応じ、広島市又は長崎市に原

子爆弾が投下された当時の別表第三又は別表第四に掲げる区域（同表に掲げ15 

る区域にあっては、原子爆弾が投下された際の爆心地から１２キロメートル

の区域内に限る。）とする。 

   （以下、別表三に定める区域を「第一種特例区域」といい、別表四に定める

区域を「第二種特例区域」という。） 

 別表第一 20 

  一 広島県安佐郡祇園町 

二 広島県安芸郡戸坂村のうち、狐爪木 

三 広島県安芸郡中山村のうち、中、落久保、北平原、西平原及び寄田 

四 広島県安芸郡府中町のうち、茂陰北 

五 長崎県西彼杵郡福田村のうち、大浦郷、小浦郷、本村郷、小江郷及び小江25 

原郷 
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六 長崎県西彼杵郡長与村のうち、高田郷及び吉無田郷 

 別表第二 

  一 広島市のうち、楠木町一丁目、楠木町二丁目、楠木町三丁目、三篠本町一

丁目、三篠本町二丁目、横川町一丁目、横川町二丁目、横川町三丁目、打越

町、山手町、南三篠町、福島町、中広町、上天満町、天満町、西天満町、東観5 

音町一丁目、東観音町二丁目、西観音町一丁目、西観音町二丁目、観音本町、

南観音町、広瀬北町、寺町、空鞘町、西引御堂町、広瀬元町、鷹匠町、錦町、

横堀町、北榎町、新市町、榎町、西九軒町、西大工町、十日市町、左官町、鍛

冶屋町、油屋町、猫屋町、塚本町、堺町一丁目、堺町二丁目、堺町三丁目、

堺町四丁目、西地方町、西新町、小網町、河原町、舟入町、舟入仲町、舟入10 

本町、舟入幸町、舟入川口町、中島本町、材木町、天神町、木挽町、元柳町、

中島新町、水主町、吉島町、吉島羽衣町、白島北町、白島中町、白島東中町、

白島九軒町、白島西中町、西白島町、東白島町、基町、猿楽町、細工町、横

町、鳥屋町、大手町一丁目、大手町二丁目、大手町三丁目、大手町四丁目、

大手町五丁目、大手町六丁目、大手町七丁目、大手町八丁目、大手町九丁目、15 

塩屋町、尾道町、紙屋町、研屋町、革屋町、立町、東魚屋町、八丁堀、上流川

町、幟町、上柳町、鉄砲町、橋本町、石見屋町、胡町、東胡町、山口町、下柳

町、銀山町、弥生町、薬研堀町、斜屋町、下流川町、堀川町、三川町、平田屋

町、播磨屋町、西魚屋町、中町、鉄砲屋町、袋町、下中町、新川場町、小町、

雑魚場町、国泰寺町、竹屋町、田中町、平塚町、鶴見町、宝町、冨士見町、昭20 

和町、平野町、南竹屋町、東千田町、千田町一丁目、千田町二丁目、千田町

三丁目、台屋町、京橋町、的場町、金屋町、比治山町、稲荷町、松川町、土手

町、桐木町、段原大畑町、段原町、段原東浦町、比治山本町、皆実町一丁目、

二葉の里、大須賀町、松原町及び猿猴橋町 

二 長崎市のうち、西北郷、東北郷、家野郷、西郷、家野町、大橋町、岡町、橋      25 

口町、山里町、坂本町、本尾町、上野町、江平町、高尾町、本原町、松山町、
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駒場町、城山町、浜口町、竹ノ久保町、稲佐町二丁目、稲佐町三丁目、旭町一

丁目、岩川町、目覚町、浦上町、茂里町、銭座町、井樋ノ口町、船蔵町、宝町、

寿町、幸町、福富町、玉浪町、梁瀬町、高砂町、御船蔵町、御船町、八千代町、

瀬崎町及び浜平町 

 別表第三 5 

一 広島県山県郡安野村のうち、島木及び段原 

二 広島県佐伯郡水内村のうち、津伏、小原、井手ケ原、矢流、草谷、古持、

森、下井谷、門出口、木藤及び恵下 

三 広島県佐伯郡河内村のうち、魚切、中郷、下城、上小深川及び下小深川 

四 広島県佐伯郡石内村 10 

五 広島県佐伯郡八幡村のうち、利松、口和田及び高井 

六 広島県安佐郡久地村のうち、宇賀、高山、本郷下、本郷中、三国、魚切、

本郷上、小野原中、名原、小野原上、境原及び幸ノ神 

七 広島県安佐郡日浦村のうち、毛木二 

八 広島県安佐郡戸山村 15 

九 広島県安佐郡安村のうち、長楽寺及び高取 

十 広島県安佐郡伴村 

十一 長崎県西彼杵郡福田村のうち、柿泊郷、中浦郷、手熊郷及び上浦郷 

十二 長崎県西彼杵郡式見村のうち、向郷、木場郷及び牧野郷 

十三 長崎県西彼杵郡三重村のうち、詰ノ内、白髪及び遠木場 20 

十四 長崎県西彼杵郡時津村 

十五 長崎県西彼杵郡長与村（高田郷及び吉無田郷を除く。） 

十六 長崎県西彼杵郡矢上村のうち、現川名、田川内、薩摩城、中尾及び矢筈 

十七 長崎県西彼杵郡日見村のうち、河内名 

十八 長崎県西彼杵郡茂木町のうち、田手原名、木場名及び田上名 25 

 別表第四 
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  一 長崎県西彼杵郡深堀村 

二 長崎県西彼杵郡香焼村 

三 長崎県西彼杵郡伊王島村 

四 長崎県西彼杵郡式見村（向郷、木場郷及び牧野郷を除く。） 

五 長崎県西彼杵郡三重村（詰ノ内、白髪及び遠木場を除く。） 5 

六 長崎県西彼杵郡村松村 

七 長崎県西彼杵郡伊木力村 

八 長崎県西彼杵郡大草村 

九 長崎県西彼杵郡喜々津村 

十 長崎県西彼杵郡矢上村（現川名、田川内、薩摩城、中尾及び矢筈を除く。） 10 

十一 長崎県西彼杵郡日見村（河内名を除く。） 

十二 長崎県西彼杵郡茂木町（田手原名、木場名及び田上名を除く。） 

十三 長崎県北高来郡古賀村 

十四 長崎県北高来郡戸石村 

十五 長崎県北高来郡田結村 15 

３ 原爆医療法 

 ⑴ 制定時（乙６） 

 第１条 この法律は、広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者が今なお

置かれている健康上の特別の状態にかんがみ、国が被爆者に対し健康診断及

び医療を行うことにより、その健康の保持及び向上をはかることを目的とす20 

る。 

 第２条 この法律において「被爆者」とは、次の各号の一に該当する者であって、

被爆者健康手帳の交付を受けたものをいう。 

一 原子爆弾が投下された際当時の広島市若しくは長崎市の区域内又は政令で

定めるこれらに隣接する区域内にあった者 25 
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二 原子爆弾が投下された時から起算して政令で定める期間内に前号に規定す

る区域のうちで政令で定める区域内にあった者 

三 前二号に掲げる者のほか、原子爆弾が投下された際又はその後において、

身体に原子爆弾の放射能の影響を受けるような事情の下にあった者 

四 前三号に掲げる者が当該各号に規定する事由に該当した当時その者の胎児5 

であった者 

 第３条 被爆者健康手帳の交付を受けようとする者は、その居住地…の都道府県

知事…に申請しなければならない。 

   （２項及び３項略） 

 第４条 都道府県知事は、被爆者に対し、毎年、厚生省令で定めるところにより、10 

健康診断を行うものとする。 

 第７条 厚生大臣は、原子爆弾の傷害作用に起因して負傷し、又は疾病にかかり、

現に医療を要する状態にある被爆者に対し、必要な医療の給付を行う。ただ

し、当該負傷又は疾病が原子爆弾の放射能に起因するものでないときは、そ

の者の治ゆ能力が原子爆弾の放射能の影響を受けているため現に医療を要す15 

る状態にある場合に限る。 

   （２項及び３項略） 

 第８条 前条第１項の規定により医療の給付を受けようとする者は、あらかじめ、

当該負傷又は疾病が原子爆弾の傷害作用に起因する旨の厚生大臣の認定を受

けなければならない。 20 

   （２項略） 

 ⑵ 昭和３５年改正後（乙９の１） 

 第１４条の２ 厚生大臣は、原子爆弾の放射線を多量に浴びた被爆者で政令で定

めるもの（以下「特別被爆者」という。）が、負傷又は疾病（第７条１項の規

定による医療の給付を受けることができる負傷又は疾病、遺伝的疾病、先天25 

性疾病及び厚生大臣が定めるその他の負傷又は疾病を除く。）につき、…第７
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条第２項各号に規定する医療を受け…たときは、その者に対し、当該医療に

要した費用の額を限度として、一般疾病医療費を支給することができる。（以

下略） 

 ⑶ 昭和４９年改正後（乙１７） 

  附則第３項 原子爆弾が投下された際第２条第１号に規定する区域に隣接する5 

政令で定める区域内にあつた者又はその当時その者の胎児であつた者は、当

分の間、第４条の規定の適用については、被爆者とみなす。 

以 上 


